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研究要旨：
　本分担研究は、過去2年にわたる研究を踏まえ「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」を作成することである。
昨年度までの研究で「既往歴の聴取に関する実態調査」と「統括産業医のグループによる既往歴聴取の目的に関する概念整理」、さらに「法律家からの意見収集」を実施した。これを踏まえ「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」案を作成した。
その後、作成した「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」案を提示し、医師１４名（統括産業医を担っている産業医、健診機関の医師、外資系企業の産業医等を含む）らにグループインタビューを行い、追加すべき箇所や修正点について意見を求めた。
　意見をもとに、「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」案を修正し完成させた。
研究協力者

研究協力者　安武正矢　三菱重工業（株）長崎人事労政グループ　産業医
Ａ．目的
本分担研究の目的は　「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のありかた検討会」の報告書の中で、今後検討すべき課題として提示された「既往歴の聴取」について既往歴の聴取内容、聴取方法、情報の活用及び情報の取り扱いについて「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」を作成することを目的とした。
Ｂ．方法
　昨年度までの研究結果をもとに「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」案を作成した。作成した案を提示し、医師１４名らに、①修正すべき箇所、②追加すべき箇所について意見を収集した。
Ｃ．結果
１）グループインタビュー

14名の参加者を得、下記の意見を聴取した。抜粋したものを示す。１４名の参加者の内訳は、産業医経験は５年未満２名、５年～１０年４名、１０年～２０年未満５名、２０年～４名であった。また、産業衛生学会産業衛生専門医１２名、指導医は９名であった。主たる業務は、専属産業医１０名（うち統括的立場である医師４名、外資系企業１名）、大学教員２名、健診機関医師１名、労働衛生コンサルタント１名であった。
・労働安全衛生規則43条の雇い入れ時健診は業務が決まっていない状態なので過去の既往歴を全部聞いているはずなのではないか。43条について触れるべきである。
・定期健診の間で業務内容が変わることもある。当社ではメンタルも既往歴の必須回答項目に入れている。既往歴の項目を途中で業務が変わるたびにかえるのは運用から手間がかかると考える。
・会社統一の問診を必ず答えてもらう会社は良いが、必要性に応じた既往歴の聴取は受診者を個別に対応していく必要があり難しいのではないか。
・既往歴の重症度に応じて安全配慮にも関与してくると思われることもありそうで、大枠にとらざるを得ないと考えられる。重症度によっては安全配慮が必要になることもあるので聞きましたと言うしかないのではないか。
・出口戦略としてコード化などがあればいい。作業があればこれを聞いてくださいとしたらいい。法制化が大切。特定健診は決まったものを聞くようになっている。これに関しても特定できるといいかもしれない。健診の既往歴はほぼ現病歴であるという点を強調すべき。
・問診票を例示したほうがよい。
・疾病例がもっとあるとよい。
２）「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」の最終案作成

１）の結果踏まえ、
・既往歴聴取の目的の健康増進に関しての記述を増やす
・43条健診についての記述
・問診票の例示として3パターンを示す
・情報の取り扱い方についての記述を増やす
Ｄ．考察
3カ年の最終成果物として「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」を作成した。ホームページ等で公開し、情報発信し、適切な既往歴の情報の取り扱う予定である。
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